
事業収支見積書(初年度)
	項　　目
	平成×０年１０月1日
～平成×１年３月３１日
	備　　考

	収
入
	信書便事業収入
貨物自動車運送事業収入
倉庫事業収入
その他収入
合　　計
	４，２４３千円
２６，０００千円
１１，５００千円
１３０千円
４１，８７３千円
	各項目の算出根拠は別紙のとおり


	支
出
	信書便事業支出
　人件費
　経費
　業務委託費
　減価償却費
　その他
　租税公課
貨物自動車運送事業支出
倉庫事業支出
支払利息
その他支出
法人税及び事業税　　　　　　　　　
　合　　計
	３，１１３千円　　　　　　　
１，９６８千円　　
１，０２４千円
０千円
６７千円
０千円
５４千円
２１，９１１千円
１０，８９６千円
１００千円
２００千円
２，３１０千円
３８，５３０千円
	

	差　引　利　益
	３，３４３千円　　
	


別紙
収支算出根拠（初年度）
　　　　　　収　入
信書便事業収入＝４，２４３千円
信書便事業収入は、各役務別利用見込通数×各役務別料金として算出しました。
１　各役務別利用見込通数の算出
(1) 1か月当たりの信書便の利用見込通数
　　　 既存顧客２００社のうち５０社に対してヒアリングを実施したところ、次表のとおり1か月当たりの利用見込通数は１３６通となりました。
	利用見込通数
	社　　　数
	利用見込（１ヶ月）

	利用なし（0通）
	１０社
	０通

	月に1通程度
	３社
	３通

	月に2通程度
	４社
	８通

	月に3通程度
	１０社
	３０通

	月に4通程度
	２０社
	８０通

	月に5通程度
	３社
	１５通

	合　　　　計
	５０社
	１３６通


　既存顧客２００社の利用見込通数は、５０社の1か月当たりの利用見込通数１３６通／月を５０社で除して１社当たりの利用見込通数を求め、その通数に２００社を乗じて５４４通／月を算出しました。
　１社当たりの利用見込通数＝１３６通／月÷５０社＝２．７２通／月
　２００社の利用見込通数＝２．７２通／月×２００社＝５４４通／月
(2) １か月当たりの役務別利用見込通数
　当社の貨物運送実績４，８００個／月の配送状況を分析して推計した各役務の割合は、次表のとおり２号役務が７５％及び３号役務が２５％となりました。
	区　　　分
	取扱個数
	割　　合

	２号役務に該当する取扱い
	３，６００個
	７５％

	３号役務に該当する取扱い
	１，２００個
	２５％

	計
	４，８００個
	１００％


２００社の利用見込通数５４４通／月に各役務の割合を乗じて役務別の利用見込通数を算出しました。
　　２号役務＝５４４通／月×７５％＝４０８通／月
　　３号役務＝５４４通／月×２５％＝１３６通／月
２　信書便事業収入月額の算出
役務別の利用見込通数に各役務の料金（２号役務７００円、３号役務平均単価２，５００円）を乗じて信書便事業収入月額を算出しました。
２号役務料金収入＝４０８通／月×　　９００円／通＝３６７，２００円／月
３号役務料金収入＝１３６通／月×２，５００円／通＝３４０，０００円／月
　　信書便事業収入　＝　　　　　　　　　　　　　　　　７０７，２００円／月
　　初年度の信書便事業収入は６ヶ月分を計上しました。
　　７０７，２００円／月×６ヶ月＝４，２４３，２００円
貨物自動車運送事業収入＝２６，０００千円
　平成△９年度と同額を見込み、その６ヶ月分を計上しました。
　５２，０００，０００円÷１２ヶ月×６ヶ月＝２６，０００，０００円
倉庫事業収入＝１１，５００千円
　平成△９年度と同額を見込み、その６ヶ月分を計上しました。
　２３，０００，０００円÷１２ヶ月×６ヶ月＝１１，５００，０００円
その他収入＝１３０千円
　平成△９年度の営業外収益（受取利息、受取配当金及び雑益）と同額２６０，０００円を見込み、その６ヶ月分を計上しました。
　２６０，０００円÷１２ヶ月×６ヶ月＝１３０，０００円
　　　　　　信書便事業支出
信書便事業支出（人件費）＝１，９６８千円
人件費は、事務部門従業者と作業部門従業者の別に人件費月額を算出して、その６ヶ月分を計上しました。
１　事務部門従業者に係る人件費月額
　　事務部門の従業者は全事業を兼務するため、事務部門従業者に係る人件費月額に全事業収入に対する信書便事業収入の比率１０．２％を乗じて算出しました。
 (信書便事業収入比率＝4,243,200円÷(4,243,200円+26,000,000円+11,500,000円)=10.2％)
　
事務部門従業者に係る１人当たりの人件費月額及び従事者数
	項　　　　目
	月額（１人当たり）
	従事者数

	役　員
	役員報酬
	３００，０００円
	２人

	
	法定福利費
	４０，０００円
	

	合　　計
	３４０，０００円
	

	従業員
	給与手当
	２００，０００円
	１人

	
	賞与（1/12ヶ月分）
	６７，０００円
	

	
	法定福利費
	３６，０００円
	

	
	福利厚生費
	５，３００円
	

	合　　計
	３０８，３００円
	


　　
（３４０，０００円／月×２人＋３０８，３００円／月×１人）
×１０．２％＝１００，８０７円／月
　　
２　作業部門従業者に係る人件費月額
　　作業部門の従業者は、貨物自動車運送事業と信書便事業を兼務するため、作業部門従業者に係る人件費月額に信書便物取扱比率１６．９％を乗じて算出しました。
　　  信書便物取扱比率(配送員１人当たりの信書便物の取扱比率)
　　　当社の１月当たりの貨物運送実績と信書便物利用見込通数の合計5,344通を当社の配送員５名で除して配送員１人当たりの取扱物数を1,069通と見込み、信書便事業兼務者は1,069通のうち信書便物を181通（544通÷３人）配達するものとして次のとおり算出しました。
信書便物取扱比率＝181通／月（信書便物利用見込通数）

÷(181通/月（信書便物利用見込通数）+888個/月(貨物運送実績))=16.9％
作業部門従業者に係る１人当たりの人件費月額
	項　　　　目
	月額（１人当たり）
	従事者数

	役　員
	役員報酬
	３００，０００円
	１人



	
	法定福利費
	４０，０００円
	

	合　　計
	３４０，０００円
	

	従業員
	給与手当
	２２０，０００円
	３人


	
	賞与（1/12ヶ月分）
	７０，０００円
	

	
	法定福利費
	３９，０００円
	

	
	福利厚生費
	５，８００円
	

	合　　計
	３３４，８００円
	


　　　（３４０，０００円／月×１人＋３３４，８００円／月×３人）
　　　　×１６．９％＝２２７，２０４円／月
３　信書便事業に係る人件費の算出
　　前記１及び２で算出した事務部門及び作業部門に係る人件費月額の合計額に６ヶ月を乗じて算出しました。
　　（１００，８０７円／月＋２２７，２０４円／月）×６ヶ月
　　　＝１，９６８，０６６円
信書便事業支出（経費）＝１，０２４千円
経費は、営業原価と販売費及び一般管理費の別に経費月額を算出して、その６ヶ月分を計上しました。
１　営業原価月額
(1) 配送車両に係る経費
当社保有の配送車両５台のうち３台は、貨物運送事業と共用するため、共用車両の使用により発生する経費に信書便物取扱比率を乗じて算出しました。
配送車両に係る経費＝４９，２６５円／月（算出根拠は次表のとおり。）
	科　目
	費用（1ヶ月分）
①
	台数
②
	割合
③
	1 ②×③

	燃料費
	４０，０００円
	３
	16.9%
	２０，２８０円

	油脂費
	２，０００円
	
	
	１，０１４円

	修繕費
	５０，０００円
	
	
	２５，３５０円

	車両リース料
	０円
	
	
	０円

	自賠責保険料
	９７０円
	
	
	４９２円

	任意保険料
	４，２００円
	
	
	２，１２９円

	地代家賃（駐車料金）
	０円
	
	
	０円

	合　　　　　　計
	４９，２６５円


　　注：車両１台当たりに係る燃料費、油脂費等の費用は、当社実績を基に見込みました。
(2) その他の経費（人件費、減価償却費及び租税公課を除く。）
貨物自動車運送事業の営業原価のうち信書便事業に関連する経費について信書便物取扱比率１６．９％を乗じて算出しました。
その他営業原価＝６２，６９９円／月（算出根拠は次表のとおり。）
	科　目
	費用（1ヶ月分）
1 
	割合
2 
	1 × ②

	旅費交通費
	７５，０００円
	
	１２，６７５円

	被服費
	１２，５００円
	
	２，１１３円

	水道光熱費
	１７，５００円
	
	２，９５７円

	通信費
	５０，０００円
	
	８，４５０円

	消耗備品費
	８０，０００円
	16.9%
	１３，５２０円

	損害保険料
	１０，０００円
	
	１，６９０円

	地代家賃
	１００，０００円
	
	１６，９００円

	会費
	６，０００円
	
	１，０１４円

	雑費
	２０，０００円
	
	３，３８０円

	合　　　　　　計
	
	６２，６９９円


注：各科目の費用は、平成△９年度の営業原価明細（貨物自動車運送事業）の額を１２ヶ月で除した額を見込みました。
営業原価月額（信書便事業分）
＝（４９，２６５円／月＋６２，６９９円／月）＝１１１，９６４円／月
２　販売費及び一般管理費月額
平成△９年度で計上した販売費及び一般管理費（１ヶ月分）から人件費、減価償却費及び租税公課月額を控除した額に信書便事業収入比率１０．２％を乗じて算出しました。
	科　目
	経費（1ヶ月分）

	販売費及び一般管理費
	１，６５４，３００円

	人件費
	▲９８８，３００円

	減価償却費
	▲６０，０００円

	租税公課
	▲３０，０００円

	合　　　　　　計
	５７６，０００円

	再掲（地代家賃）
	（２５０，０００円）

	再掲（賃借料）
	（１００，０００円）


販売費及び一般管理費月額（信書便事業分）
＝５７６，０００円／月×１０．２％＝５８，７５２円／月
３　信書便事業に係る経費の算出
　　前記１及び２で算出した信書便事業に係る営業原価月額及び販売費及び一般管理費月額の合計額に６ヶ月を乗じて算出。
　　（１１１，９６４円／月＋５８，７５２円／月）×６ヶ月
　　　＝１，０２４，２９６円
信書便事業支出（減価償却費）＝６７千円
減価償却費は、車両に係る減価償却費と車両以外の減価償却費の別に減価償却費月額を算出して、その６ヶ月分を計上しました。
１　車両に係る減価償却費月額
　信書便事業で使用する車両３台の減価償却費月額に信書便物取扱比率を乗じて算出しました。
	償却資産
	取得価格
	償却期間
	減価償却額
（月額）

	車両（償却済み）
	７２０，０００円
	４
	０

	車両（未償却）
	７２０，０００円
	４
	１５，０００円

	車両（未償却）
	７２０，０００円
	４
	１５，０００円

	合　　　　　　計
	
	３０，０００円


車両に係る減価償却費月額
＝３０，０００円／月×１６．９％＝５，０７０円／月
２　車両以外の減価償却費月額
　　販売費及び一般管理費で計上した減価償却費月額６０，０００円と同額を見込み、その額に信書便事業収入比率１０．２％を乗じて算出しました。
６０，０００円／月×１０．２％＝６，１２０円／月
３　信書便事業に係る減価償却費の算出
　　前記１及び２で算出した信書便事業に係る車両及び車両以外の減価償却費月額の合計額に６ヶ月を乗じて算出しました。
　　（５，０７０円／月＋６，１２０円／月）×６ヶ月＝６７，１４０円
信書便事業支出（租税公課）＝５４千円
租税公課は、車両に係る租税公課と車両以外の租税公課の別に月額を算出して、その６ヶ月分に登録免許税を加えた額を計上しました。
１　車両に係る租税公課月額
　信書便事業で使用する車両の租税公課月額５，０７０円に信書便物取扱比率１６．９％を乗じて算出しました。
	税金の種類
	税額（月額）①
	台数②
	①×②

	自動車取得税
	１，８００円
	２
	３，６００円

	自動車重量税
	２４０円
	３
	７２０円

	自動車税
	２５０円
	３
	７５０円

	合　　　　　　計
	
	５，０７０円


　
車両に係る租税公課月額
＝５，０７０円／月×１６．９％＝８５７円／月
２　車両以外の租税公課月額
　　販売費及び一般管理費で計上した租税公課月額と同額（３０，０００円）を見込み、その額に信書便事業収入比率１０．２％を乗じて算出しました。
３０，０００円／月×１０．２％＝３，０６０円／月
３　登録免許税　３０，０００円
４　信書便事業に係る租税公課の算出
　　前記１及び２で算出した信書便事業に係る車両及び車両以外の租税公課月額の合計額に６ヶ月を乗じた額に登録免許税を加えた額とする。
　　租税公課＝（８５７円／月＋３，０６０円／月）×６ヶ月＋３０，０００円
＝５３，５０２円
　　　　　　貨物運送事業支出等
貨物運送事業支出＝２１，９１１千円
貨物運送事業支出は、営業原価（貨物自動車運送事業）月額及び販売費及び一般管理費月額の別に算出して、その６ヶ月分を計上しました。
１　営業原価月額（貨物自動車運送事業）
　　営業原価（貨物自動車運送事業分）は貨物自動車運送事業及び信書便事業に係る経費であるため、平成△９年度の営業原価月額から信書便事業で見込んだ営業原価月額を控除して算出しました。
	科　目
	金額（月額）

	営業原価（貨物自動車運送事業）
	２，９６７，５００円

	信書便事業
	作業部門人件費
	２２７，２０４円

	
	経費（営業原価）
	１１１，９６４円

	
	車両に係る減価償却費
	５，０７０円

	
	車両に係る租税公課
	８５７円

	
	計（信書便事業営業原価月額）
	▲３４５，０９５円

	合　　　　　　計
	２，６２２，４０５円


営業原価月額＝２，６２２，４０５円／月
２　販売費及び一般管理費月額
　　販売費及び一般管理費は、平成△９年度の販売費及び一般管理費月額から信書便事業に計上する販売費及び一般管理費月額を控除した額に貨物運送事業収入と倉庫事業収入の合計額に対する貨物運送事業収入の割合６９．３％を乗じて算出しました。
貨物運送事業収入比率＝26,000,000円÷（26,000,000円＋11,500,000円）
　　　　　　　　　　　＝69.3％
	科　目
	金額（月額）

	販売費及び一般管理費
	１，６５４，３００円

	信書便事業
	事務部門人件費
	１００，８０７円

	
	経費（販売費及び一般管理費）
	５８，７５２円

	
	車両以外の減価償却費
	６，１２０円

	
	車両以外の租税公課
	３，０６０円

	
	計（信書便事業販管費月額）
	▲１６８，７３９円

	合　　　　　　計
	１，４８５，５６１円


　
販売費及び一般管理費月額＝１，４８５，５６１円／月×６９．３％
＝１，０２９，４９４円／月
３　貨物運送事業支出の算出
　　前記１及び２で算出した営業原価月額と販売費及び一般管理費月額の合計額に６ヶ月を乗じて算出。
　　（２，６２２，４０５円／月＋１，０２９，４９４円／月）×６ヶ月
　　　＝２１，９１１，３９４円
倉庫事業支出＝１０，８９６千円
平成△９年度の営業原価（倉庫事業）及び販売費及び一般管理費の６ヶ月分の合計額から信書便事業支出（登録免許税を除く。）並びに貨物運送事業支出の６ヶ月分の合計額を控除して算出しました。
	科　目
	金額（６ヶ月分）

	営業原価（倉庫事業）
	８，１６０，０００円

	販売費及び一般管理費
	９，９２５，８００円

	信書便事業支出注１
	▲１，０１２，４３４円

	貨物運送事業支出注２
	▲６，１７６，９６４円

	合　　　　　　計
	１０，８９６，４０２円


　　注１：貨物運送事業支出の２の表で算出した信書便事業販管費月額168,739円に６ヶ月を乗じて算出。
　　注２：貨物運送事業支出の２で算出した販管費月額1,029,494円に６ヶ月を乗じて算出。
支払利息＝１００千円
平成△９年度の支払利息と同額を見込み、その６ヶ月分を計上しました。
２００，０００円／月÷１２ヶ月×６ヶ月＝１００，０００円
その他支出＝２００千円
平成△９年度の営業外費用（売上割引、雑費）と同額を見込み、その６ヶ月分を計上しました。
４００，０００円／月÷１２ヶ月×６ヶ月＝２００，０００円
法人税及び住民税（法人事業税を含む。）＝２，３１０千円
　初年度の収入見込額から初年度の支出見込額を控除した税引き前利益を所得金額とみなして、その額に実効税率４０．８７％を乗じて算出しました。
実効税率＝{30%＋（30%×17.3%）＋9.6%}÷（1＋9.6%）=40.87%
　　　(30%=法人税率、17.3%=住民税率（県民税5%、市民税12.3%）、9.6%=法人事業税率)
	科　目
	金　　額

	収入合計
	４１，８７３千円

	信書便事業支出
	▲３，１１３千円

	貨物運送事業支出
	▲２１，９１１千円

	倉庫事業支出
	▲１０，８９６千円

	支払利息
	▲１００千円

	その他支出
	▲２００千円

	税引き前利益
	５，６５３千円


法人税及び住民税＝２０，３０２千円×４０．８７％
　　　　　　　　＝２，３１０千円

事業収支見積書(翌事業年度)
	項　　目
	平成×１年４月1日
～平成×２年３月３１日
	備　　考

	収
入
	信書便事業収入
貨物自動車運送事業収入
倉庫事業収入
その他収入
合　　計
	８，４８６千円
５２，０００千円
２３，０００千円
２６０千円
８３，７４６千円
	各項目の算出根拠は別紙のとおり


	支
出
	信書便事業支出
　人件費
　経費
　業務委託費
　減価償却費
　その他
　租税公課
貨物自動車運送事業支出
倉庫事業支出
支払利息
その他支出
法人税及び事業税　　　　　　　　　
　合　　計
	６，１９３千円　　　　　　　
３，９３６千円　　
２，０４９千円
０千円
１６５千円
０千円
４３千円
４３，８３０千円
２１，７９３千円
２００千円
４００千円
４，６３１千円
７７，０４７千円
	

	差　引　利　益
	６，６９９千円　　
	


別紙
収支算出根拠（翌事業年度）
　　　　　　収　入
信書便事業収入＝８，４８６千円
　初年度に見込んだ信書便事業収入月額７０７，２００円／月に１２ヶ月を乗じた額を計上しました。
　７０７，２００円／月×１２ヶ月＝８，４８６，４００円
貨物自動車運送事業収入＝５２，０００千円
　平成△９年度と同額と見込み、５２，０００，０００円を計上しました。
倉庫事業収入＝２３．０００千円
　平成△９年度と同額と見込み、２３，０００，０００円を計上しました。
その他収入＝２６０千円
　平成△９年度の営業外収益（受取利息、受取配当金）と同額と見込み、２６０，０００円を計上しました。
　　　　　　信書便事業支出
信書便事業支出（人件費）＝３，９３６千円
初年度に見込んだ信書便事業支出（人件費）月額２７６，６１９円／月に１２ヶ月を乗じた額を計上しました。
　３２８，０１１円／月×１２ヶ月＝３，９３６，１３２円
信書便事業支出（経費）＝２，０４９千円
初年度に見込んだ信書便事業支出（経費）月額１７０，７１６円／月に１２ヶ月を乗じた額を計上しました。
　１７０，７１６円／月×１２ヶ月＝２，０４８，５９２円
信書便事業支出（減価償却費）＝１６５千円
減価償却費は、車両に係る減価償却費と車両以外の減価償却費の別に減価償却費月額を算出して、その１２ヶ月分を計上しました。
１　車両に係る減価償却費月額
　信書便事業で使用する車両３台の減価償却費月額に信書便物取扱比率を乗じて算出しました。
	償却資産
	取得価格
	償却期間
	減価償却額
（月額）

	車両（未償却）
	７２０，０００円
	４
	１５，０００円

	車両（未償却）
	７２０，０００円
	４
	１５，０００円

	車両（未償却）
	７２０，０００円
	４
	１５，０００円

	合　　　　　　計
	
	４５，０００円


　車両に係る減価償却費月額
＝４５，０００円／月×１６．９％＝７，６０５円／月
２　車両以外の減価償却費月額
　　販売費及び一般管理費で計上した減価償却費月額６０，０００円と同額を見込み、その額に信書便事業収入比率１０．２％を乗じて算出しました。
６０，０００円／月×１０．２％
＝６，１２０円／月
３　信書便事業に係る減価償却費の算出
　　前記１及び２で算出した信書便事業に係る車両及び車両以外の減価償却費月額の合計額に１２ヶ月を乗じて算出しました。
　　（７，６０５円／月＋６，１２０円／月）×１２ヶ月
　　　＝１６４，７００円
信書便事業支出（租税公課）＝４３千円
１　車両に係る租税公課月額
　信書便事業で使用する車両の租税公課月額１，４７０円に信書便物取扱比率１６．９％を乗じて算出しました。
	税金の種類
	税額（月額）①
	台数②
	①×②

	自動車取得税
	１，８００円
	１
	１，８００円

	自動車重量税
	２４０円
	３
	７２０円

	自動車税
	２５０円
	３
	７５０円

	合　　　　　　計
	
	３，２７０円


　
車両に係る租税公課月額
＝３，２７０円／月×１６．９％＝５５３円／月
２　車両以外の租税公課月額
　　販売費及び一般管理費で計上した租税公課月額と同額（３０，０００円）を見込み、その額に信書便事業収入比率１０．２％を乗じて算出しました。
３０，０００円／月×１０．２％
＝３，０６０円／月
３　信書便事業に係る租税公課の算出
　　前記１及び２で算出した信書便事業に係る車両及び車両以外の租税公課月額の合計額に１２ヶ月を乗じて算出しました。
　　租税公課＝（５５３円／月＋３，０６０円／月）×１２ヶ月
＝４３，３５６円
　　　　　　貨物運送事業支出等
貨物運送事業支出＝４３，８３０千円
貨物運送事業支出は、営業原価月額及び販売費及び一般管理費月額の別に算出して、その１２ヶ月分を計上しました。
１　営業原価月額
　　営業原価（貨物自動車運送事業分）は貨物運送事業及び信書便事業に係る経費であるため、平成△９年度の営業原価月額から信書便事業で見込んだ営業原価月額を控除して算出しました。
	科　目
	金額（月額）

	営業原価
	２，９６７，５００円

	信書便事業
	作業部門人件費
	▲２２７，２０４円

	
	経費（営業原価）
	▲１１１，９６４円

	
	車両に係る減価償却費
	▲５，０７０円

	
	車両に係る租税公課
	▲２４８円

	合　　　　　　計
	２，６２３，０１４円


営業原価月額＝２，６２３，０１４円／月
２　販売費及び一般管理費月額
　　初年度に見込んだ販売費及び一般管理費と同額１，０２９，４９４円を見込みました。
　１，０２９，４９４円／月
３　貨物運送事業支出の算出
　　前記１及び２で算出した営業原価と販売費及び一般管理費の合計額に１２ヶ月を乗じて算出しました。
　　（２，６２３，０１４円／月＋１，０２９，４９４円／月）×１２ヶ月
　　　＝４３，８３０，９６円
倉庫事業支出＝１０，８９６千円
平成△９年度の営業原価及び販売費及び一般管理費の１２ヶ月分の合計額から信書便事業支出（登録免許税を除く。）並びに貨物運送事業支出の１２ヶ月分の合計額を控除して算出しました。
	科　目
	金額（１２ヶ月分）

	営業原価(倉庫事業)
	１６，３２０，０００円

	販売費及び一般管理費
	１９，８５１，６００円

	信書便事業支出注１
	▲２，０２４，８６３円

	貨物運送事業支出注２
	▲１２，３５３，９２８円

	合　　　　　　計
	２１，７９２、８０９円


　　注１：信書便事業販管費月額は、初年度と同額168,739円／月を見込み、その額に12ヶ月を乗じて算出。
　　注２：貨物自動車運送事業販管費月額は初年度と同額1,029,494円／月に12ヶ月を乗じて算出。
支払利息＝２００千円
平成△９年度の支払利息と同額を見込み、その２００，０００円を計上しました。
その他支出＝４００千円
平成△９年度の営業外費用（売上割引、雑費）と同額を見込み、４００，０００円を計上しました。
法人税及び住民税（法人事業税を含む。）＝９，３３３千円
　当年度の収入見込額から当年度の支出見込額を控除した額を税引き前利益と見込み、その額に実効税率４０．８７％を乗じて算出しました。
	科　目
	金　　額

	収入合計
	８３，７４６千円

	信書便事業支出
	▲６，１９３千円

	貨物運送事業支出
	▲４３，８３０千円

	倉庫事業支出
	▲２１，７９３千円

	支払利息
	▲２００千円

	その他支出
	▲４００千円

	税引き前利益
	１１，３３０千円


法人税及び住民税＝１１，３３０千円×４０．８７％
　　　　　　　　＝４，６３１千円
記載例
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